
医療・介護サービス保障の強化

包括的
マネジメント
地域包括支援センター

医療介護
連携推進拠点等

■ 病床機能に応じた医療資源の投入による入院医療強化
■ 在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

どこに住んでいても、その人にとって適切な
医療・介護サービスが受けられる社会へ

改革のイメージ

・医療から介護へ
・介護から医療へ
・サービスのコーディネート

救急・手術
高度急性期

一般急性期

亜急性期

回復期リハ

かかりつけ医

集中リハビリ
早期回復

早期退院

病気になったら
＜地域包括ケアシステム＞

通院
在宅医療 定期巡回介護・看護

自宅・
ケア付き高齢者住宅

退院したら

（人口１万人の場合）

介 護

住まい

医 療

生活支援・介護予防

訪問介護・通所
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小規模多機能型 等



n 費用負担による区分
n 時代や地域による違い

互 助

公 助共 助

自 助

n一般財源による高齢者福祉事業等
n生活保護

n介護保険に代表される社会保険制度及び
サービス

nボランティア活動
n住民組織の活動

n当事者団体による取組
n高齢者によるボランティア・生きがい就労

nボランティア・住民組織の活動への公的支援

「自助・互助・共助・公助」からみた
地域包括ケアシステム

n自分のことを自分でする
n自らの健康管理（セルフケア）
n市場サービスの購入
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和光市とはどんな所？

高齢化率：17.4％（H28年3月末）
和光市

和光市 わこうし
都道府県 埼玉県
面積 11.04km2

総人口 80,546人2016年3月31日

隣接自治体 埼玉県：朝霞市、戸田市東京都：板橋区、練馬区
11



和光市の地域包括
ケアシステム

～日常生活圏域のニーズ調査から介護予防の取り組み～
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和光市の保健福祉諸計画の整合性
国：介護保険事業計画

埼玉県高齢者支援計画
埼玉県高齢者居住安定確保計画

長寿あんしんプラン

仮称）生活困窮者自立支援計画

地
域
福
祉
計
画
（理
念
）

第
四
次
和
光
市
総
合
振
興
計
画

和光市による計画

健康わこう２１計画

日常生活圏域
地域包括支援センター

日常生活圏域
地域包括支援センター

日常生活圏域
地域包括支援センター

各地区活動計画

地域福祉コーディネーター

各地区活動計画

地域福祉コーディネーター

地
域
福
祉
活
動
計
画

（理
念
）（共
通
事
項
）

各地区活動計画

地域福祉コーディネーター

障害者計画・障害福祉計画

子ども・子育て支援事業計画

地
域
福
祉
計
画
（共
通
事
項
）

和光市社会福祉協議会による計画

共助・公助 自助・互助
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和光市の要介護（要支援）認定の状況
26年度
構成比

合計 100％

要介護
５
8.0％

要介護
４
15.1％

要介護
３
18.0％

要介護
２
20.6％

要介護
１
28.9％

要支援
2
5.2％

要支援
１
4.0％

38.1%
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介護予防の効果と市民理解（和光市）

また、５歳刻みの各年齢別
階層においても認定率は全
国を下回っている。とりわけ
80～89歳以上では、10%以
上低率となっている。

図表：年齢階級別認定率

図表 要介護（要支援）認定率の推移

本市では、Ｈ15より全国に先駆
けて実施している介護予防の効
果により要介護認定率は低く安
定している。第５期中は減少傾
向となっている。

特別給付等の投入効果

地域支援事業の効果等

和光における自立支援型

マネジメントの効果が顕著

に現れたと考察する
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図表 ５期 認定者数の推移（計画と実績の比較）

図表 第６期 要介護（要支援）認定者数の推計（自然体→予防後）

介護予防の効果と認定者推計

16



和光市の第６期保険料
第５期 第６期

• 月額基準額 4，150円 ⇒ 4，228円（＋７８円）

• ※介護予防等の実績からの成果となった介護予防・居宅介護
率等の効果を勘案した認定者数及び費用推計から

・第４期の全国平均は 4,160円！
・第５期の全国平均は 4,972円！
・第６期の全国平均は 5,550円程度※
（※財務省試算 平成２７年１月１１日報道より）
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和光市の地域包括ケアシステムの構築

高齢者個別の課題及び地域の課題を把握（圏域ニーズ調査等）

介護保険事業計画等へ反映

地域包括支援ネットワーク（※）を構築

和光市コミュニティケア会議

①マクロの
計画策定
（市役所）

②ミクロのケアマネ
ジメント支援
（地域包括）

（※）「わがまち」の高齢者等の課題解決を図る支援基盤
医療系
サービス

介護保険
サービス

住宅
生活支援
サービス

福祉権利
擁護

個々のケアマネジメント支援
要介護者・家族に対する支援
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①マクロの計画策定
～和光市の取り組みを中心に～
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医療や住まいとの連携も視野に入れた
介護保険事業（支援）計画の策定

n 日常生活圏域ニーズ調査を実施し、地域の課題・ニーズを的確に把握
n 計画の内容として、認知症支援策、在宅医療、住まいの整備、生活支援を位置付け

地域包括ケアの実現を目指すため、第6期計画（平成27～29年度）では次の取組を推進。

日常生活圏域ニーズ調査
（郵送＋未回収者への訪問による調査）

n 身体機能・日常生活機能
（ADL・IADL）
n 住まいの状況
n 認知症状
n 疾病状況

n どの圏域に
n どのようなニーズをもった高齢者が
n どの程度生活しているのか

調査項目（例）

地域の課題や必要となるサービスを把握・分析

n 日常生活圏域の設定
n 介護サービスの種類ごとの見込み
n 施設の必要利用定員
n 地域支援事業（市町村）
n 介護人材の確保策（都道府県）など

地域の実情を踏まえて記載する新たな内容
n認知症支援策の充実
n在宅医療の推進
n高齢者に相応しい住まいの計画的な整備
n見守りや配食などの多様な生活支援サービス

介護保険事業（支援）計画
これまでの主な記載事項
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地区別高齢者数・率

北エリア

中央エリア

南エリア
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